
中 国 と の 社 会 保 障 協 定 の 発 効 に つ い て
　第255回

　駒井さん：みらい先生、こんにちは。この度、中国
の深セン支店に３年間赴任する事になりました。活力
のある都市なのでとても楽しみです。
　みらい：お久しぶりです。それはたのしみですね。
中国といえば、令和元年の９月から社会保障協定が発
効されましたね。
　駒井さん：その社会保障協定とはどのようなもので
しょうか。
　みらい：加入するべき社会保険制度を二国間で調整
し、両国の年金制度への加入期間を通算するために締
結している協定です。また、この協定の規定では、派
遣期間が５年以内の方は原則、派遣元国の年金制度に
のみ加入することとなります。
　駒井さん：そうなのですか。どうしてこの協定が必
要なのですか。
　みらい：そもそも海外で働く場合、働いている国の
社会保障制度に加入をする必要があり、日本の社会保
障制度との保険料と二重に負担しなければならない場
合があります。また、日本や海外の年金を受けとるた
めには、一定の期間その国の年金に加入しなければな
らないケースがあるため、その国で負担した年金保険
料が年金受給につながらない場合があるというのが社
会保障協定を締結する背景です。
　駒井さん：では中国とも協定が発効されたというこ
とは、私は日本の社会保険に加入したまま中国の保険
には加入しなくてもよいのですか。
　みらい：そうですね。駒井さんの場合、赴任期間が
５年以内ですので必要な手続きを行い、日本の社会保
険に加入している証明の「適用証明書」の交付を受け
る事により中国の年金制度（被用者基本老齢保険）の
加入が免除されます。
　駒井さん：必要な手続きとはどのような手続きです
か。
　みらい：まず、会社から年金事務所に「適用証明書
交付申請書」を提出します。審査の結果、申請が認め
られた場合に適用証明書を交付されます。
　駒井さん：わかりました。会社に確認してみます。
　また、赴任の期間が延長になった場合はどうしたら
いいですか。

　みらい：派遣期間が５年を超える場合、原則として
中国の制度のみに加入となりますが、特段の事情（予
定した期間で仕事が終わらない、代わりの人がいない
等）がある場合に、申請に基づき両国で合意したとき
には、引き続き日本の年金制度のみに加入することが
できます。ただし、その延長期間は原則として５年を
超えないこととされています。特段の事情（予定した
期間で仕事が終わらない、代わりの人がいない等）が
ある場合には、派遣期間が合計10年を超える場合で
も、申請に基づき、両国で合意したときには、さらに
引き続き日本の年金制度のみに加入することができま
す。
　駒井さん：ありがとうございます。安心しました。
ところで、令和元年９月から発効とのことですが、そ
れ以前に中国へ赴任されている方はどうなりますか。
　みらい：協定発効日より前から中国へ派遣されてい
る方は、協定発効日に中国へ派遣されたものとして取
り扱われます。協定発効日から５年間は日本の年金制
度のみに加入し、中国の年金制度の加入は免除されま
す。この場合、速やかに年金事務所（郵送の場合は事
務センターも含む）に適用証明書の交付申請を行って
くださいね。日本年金機構から交付された適用証明書
は、中国の事業所を通じ、事業所を所管する中国の社
会保険料徴収機関に原本を提出の上、中国の法令に従
って、中国制度の適用免除の手続きを行います。
　駒井さん：９月より前に赴任されている方にお伝え
します。みらい先生、色々教えていただきありがとう
ございました。
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